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循環 転 換 点 (年 月) 期 間 (月数 ) 全国とのラグ.リー ド谷 山 谷 拡 張 収 縮 全 循 環 令 山
6 40.12 45.10 47.1 58 15 73 +2 +3
7 47.1 49.1 50.9 24 20 44 +1 +2
8 50.9 52.1ー 53.1 16 12 28 +6 0
9 53.1 55.8 57.ll 31 27 58 -3 +6
10 57.ll 60,1 (62,4) 26 27 (53) - 3 -5




















































































第9循環の県下転換点は ｢谷｣53/ 1 (対全















































































































年 次 S50 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元
実質経済成長率鯛 1.9 4.1 0.9 8.3 8.6 2.6 ∠ゝ0,1 4.0 6.9
工 業 出 荷 額増 加 率 鯛 仝`ゝ2.5.14.4 10.5 4.5 10.0 16.9 4.9 ∠ゝ2.6 ∠ゝ1.1 10.7 8.5
輸出 出荷額増加率鯛 ∠ゝ2.7 16.5 15.6 6.7 20.2 23.0 4.4 ∠ゝ9.0 ∠ゝ0.7 10.6 ∠ゝ5.0比 率 ll 31 38 140 153 16 158 148 149 48 13
海 外 立 地 件 数 15 27 21 12 10 14 13 20 13 9 13
(うち､工場) (4) (ll) (3) (3) (3) (8) (10) (17) (12) (6) (8)
円相場(円/ ドル) 305.15203.60220.25235.30232.00251ー582(刀.60160.1012.(氾 125.90143.40
(荏) 1. 長野県総務部情報統計課､同商工部振興課 (海外立地件数)､日本銀行 (円相場)0




4. 平成元年における実数は､工業出荷額6兆 703億円､輸出出荷額 7,405億円､昭和63年





















































































割合｣は､それぞれ 1.410倍､ 3.060倍､ 3.334
倍 (同3.735倍)0.168倍となっていて､前記の
事情を跡付けている｡
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次に､住宅建設について最近の傾向をみると､
県下の新設住宅着工戸数は､直近の平成元年度に
再び増加に転じピークの昭和48年度に次ぐ史上第
2位 (24.865戸)を記録している｡ これは､後
半における金利先高観の台頭もあったが､都市 ･
観光地を通じてのマソショソ建設の盛行 (元年暦
年では前年の2.3倍)が日立つなど '分譲.の著
伸を主因に､当初の下押し予想を覆したものであ
る｡
しかし､その内情を窺うと､例えば､63年 9月
から地価監視地域になっている長野市では､県外
からの進出業者を中心に高層マンションの建設が
相次ぎ即日完売という状況がみられたが､購入者
の大半が首都圏在住者ということである.一方､
同市における宅地供給は非常に乏しくなっており､
地元の通常の生活者が一戸建を入手することは資
金面からもかなり難しくなってきている｡また､
昨年6月に県住宅供給公社が西軽井沢団地の名称
で御代田町に開発した宅地分譲37区画の抽選を行
ったところ倍率が26倍にも達し､申込の8割方は首
都圏在住老からのものであったといわれ､地方公
共団体による宅地分譲の際､こうした事例が他地
域でも散見される｡
つまり､本来､地域固有の需要としての色彩が
濃い個人消費､あるいは住宅建設が､いずれも首
都圏地価の上昇を背景に､一部は域外内需に蚕食
されるなどして､域内内需としてのウキイトを低
下せしめられているように思われる｡
5,む す び
内にあっては著しい東京圏一極集中､外に向っ.
-18-
ては国際化の進行という状況の中で､ ｢地域｣の
成立意義が動揺し勝ちになっているが､一方にお
いて､生活者の日常的基盤に原点を置いた主体性
ある地域経済社会-の希求はかえって強まってい
る｡
地域経済が徒らに自己完結性を求めることが現
実的でないことは言うまでもなく､それぞれの役
割を担いながら日本経済のネットワーク形成に寄
与すべきものであろう｡
日本経済全体の体質が内需主導に変化する中で
の長野県経済における当面の移輸出依存度の高さ
は､製造業特化という役割分担 (これまでの選択)
の反映ともいえる｡とはいえ､域内内需のウエイ
トの低下は､来るべき景気屈折の局面における抵
抗力を弱め､さなきだに脆弱な地域中主体性を後
退させることにつながる｡
長野県経済は､日本経済の新しい枠組みや制約
の中で最適の選択により地域システムを改善して
ゆかねばならないが､その際､域内内需の開発が
大きなポイントとなろう｡
この研究ノートでは資料的な制約もあり､設備
投資やサービス移出として注目される観光消費面
からの考察を割愛したが､これらの分析を加え､
全体を僻撤した上で､ ｢地域｣というものの概念
を問直すことを今後の課題としたい｡
(1990.9.28受理)
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